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　本研究の貢献は税効果会計アノマリーを報告した点にある。実証分析の結果、高い「法人税等調整額／総資産」

が将来の低い株式リターンを予測するとともに、将来の利益やキャッシュフローの収益性の悪化も予測するこ

とが示された。さらに、これらの予測力は繰越欠損金を有する企業群に集中しており、法人税等調整額に対す

る繰越欠損金の影響を株式市場が効率的に織り込んでいない可能性を示唆する結果が得られた。
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